
 

- 1 - 

 

平成 28年５月 12日 
各  位 

 

会 社 名 シ ャ ー プ 株 式 会 社 

代表者名 取締役社長 髙 橋 興 三 

(コード番号 ６７５３) 

問合せ先 広 報 部 長 武 浪   裕 

TEL 大阪(06)6621-1272 

東京(03)5446-8207 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 
 

 当社は、平成 28 年５月 12 日開催の取締役会において、平成 28 年６月 23 日開催予定の第 122 期 

定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）並びに普通株主による種類株主総会、Ａ

種種類株主による種類株主総会及びＢ種種類株主による種類株主総会（以下、「各種類株主総会」

といいます。）において、定款の一部変更（以下、「本定款変更」といいます。）に係る議案を付

議することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 
 

記 

 
 

１．変更の理由 

  (1) 当社は、平成 27年９月 28日の取締役会において、現在の本社ビル（大阪市）の土地・建物

の譲渡を決議し、同日譲渡契約を締結しております。これに伴い、本社の移転先を検討して

まいりましたが、堺市にある当社事業所に移転することといたしましたので、定款に定める

本店所在地を大阪市から堺市に変更するものであります。（変更案第２条） 

なお、本定款変更の効力の発生は、平成 28年６月 30日までに開催する取締役会において 

決定する本店移転日をもって生ずるものとするものであります。（変更案附則） 

また、この定款変更議案は、本定時株主総会においてのみ付議し、各種類株主総会において

は付議いたしません。 

  (2) 新たな種類の株式であるＣ種種類株式の発行を可能とするために、Ｃ種種類株式に関する

規定の新設等を行うものであります。（変更案第６条、第６条の４、第８条） 

Ｃ種種類株式を発行する理由につきましては、平成 28 年３月 30 日付けのプレスリリース

「（開示事項の経過・一部変更）第三者割当による新株式の発行並びに親会社、主要株主で

ある筆頭株主及び主要株主の異動に関するお知らせ」をご参照ください。 

なお、本定款変更の効力の発生は、本定時株主総会において本定款変更の議案が原案どおり

承認可決され、各種類株主総会それぞれにおいて本定款変更の議案が原案どおり承認可決さ

れることを条件とするものであります。 

  (3) Ａ種種類株式及びＢ種種類株式の取得請求権の行使による普通株式の発行並びにＣ種種類

株式の取得条項の行使による普通株式の発行に備えて、発行可能株式総数及び普通株式の発

行可能種類株式総数を増加するものであります。（変更案第６条） 

なお、本定款変更の効力の発生は、本定時株主総会において付議する第三者割当増資に係る

普通株式及びＣ種種類株式全てが発行されることを条件とするものであります。 

  (4) 当社は、当社、国内の当社子会社及び国内の当社関連会社の取締役（社外取締役を除く。）、

執行役員及び従業員に対してストック・オプションとして新株予約権を割り当てることとし

ておりますが（詳細は、本日付けのプレスリリース「ストック・オプション（新株予約権）

の割当てに関するお知らせ」をご参照ください。）、新株予約権の割当てを機動的かつ柔軟

に行うため、当社と新株予約権を引き受ける者との間で締結する総数引受契約について会社
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法第 244条第３項の承認を行う機関として、取締役会に加えて、取締役社長を追加するもの

であります。（変更案第６条の５） 

    この定款変更議案は、本定時株主総会においてのみ付議し、各種類株主総会においては付議

いたしません。 

(5) 種類株主総会の基準日に関する規定を整備するものであります。（変更案第 17条の２） 

この定款変更議案は、本定時株主総会においてのみ付議し、各種類株主総会においては付議

いたしません。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は、別紙のとおりであります。 

 

３．本定款変更の日程 

平成 28年５月 12日（木） 本定款変更に係る取締役会決議 

本定款変更議案に関する各株主総会付議に係る取締役会決議 

平成 28年６月 23日（木） 各株主総会決議（予定） 

 

   

以 上 
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変更の内容 

 

（下線は変更部分を示します。） 
 

現行定款 変更案 

（本店の所在地） 

第２条 当会社の本店を大阪市に置く。 

 

（発行可能株式総数） 

（本店の所在地） 

第２条 当会社の本店を堺市に置く。 

 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、50億株とし、当

会社の発行可能種類株式総数は、それぞれ次の

とおりとする。 

普通株式      50億株 

Ａ種種類株式    20万株 

Ｂ種種類株式    2万5,000株 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、100億株とし、当

会社の発行可能種類株式総数は、それぞれ次の

とおりとする。 

普通株式    100億株 

Ａ種種類株式  20万株 

Ｂ種種類株式  2万5,000株 

Ｃ種種類株式  1,136万3,636株 

  

 （Ｃ種種類株式） 

（新  設） 第６条の４ 当会社の発行するＣ種種類株式の内容は、

次項から第８項までに定めるものとする。 

 ②剰余金の配当 

 当会社は、ある事業年度に属する日を基準日と

して剰余金の配当をするときは、当該剰余金の

配当の基準日（以下、本条において「配当基準

日」という。）の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＣ種種類株式を有する株主（以下、「Ｃ種

種類株主」という。）又はＣ種種類株式の登録株

式質権者（Ｃ種種類株主と併せて以下、「Ｃ種種

類株主等」という。）に対し、当該配当基準日の

最終の株主名簿に記載又は記録された普通株主

等と同順位で、Ｃ種種類株式１株につき、普通

株式１株当たりの配当金に第５項第２号に定め

る取得比率を乗じた額の金銭による剰余金の配

当（かかる配当によりＣ種種類株式１株当たり

に支払われる金銭を、以下、「Ｃ種種類配当金」

という。）を行う。なお、Ｃ種種類配当金に各Ｃ

種種類株主等が権利を有するＣ種種類株式の数

を乗じた金額に１円未満の端数が生じるとき

は、当該端数は切り捨てる。 

 ③残余財産の分配 

 当会社は、残余財産を分配するときは、Ｃ種種

類株主等に対し、普通株主等と同順位で、Ｃ種

種類株式１株当たりにつき、普通株式１株当た

りの残余財産の分配額に第５項第２号に定める

取得比率を乗じた額の金銭による残余財産の分

配（かかる分配によりＣ種種類株式１株当たり

に支払われる金銭を、以下、「Ｃ種残余財産分配

金」という。）を行う。なお、Ｃ種残余財産分配

金に各Ｃ種種類株主等が権利を有するＣ種種類

株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じ

るときは、当該端数は切り捨てる。 

 ④議決権 

 Ｃ種種類株主は、法令に別段の定めがある場合

を除き、株主総会及びＣ種種類株主を構成員と

する種類株主総会において、議決権を有しない。 

  

別 紙 
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現行定款 変更案 

 ⑤普通株式を対価とする取得条項 

 １．当会社は、平成29年７月１日以降、当会社

の取締役会が別に定める日が到来すること

をもって、法令の許容する範囲内において、

Ｃ種種類株式１株当たりにつき、第２号に

定める取得比率を乗じた数の普通株式を交

付するのと引換えに、Ｃ種種類株式の全部

又は一部を取得することができる。なお、

Ｃ種種類株式の一部を取得するときは、比

例按分その他当会社の取締役会が定める合

理的な方法により、取得すべきＣ種種類株

式を決定する。 

 ２．Ｃ種種類株式の取得比率は100とする。 

 ⑥譲渡制限 

 Ｃ種種類株式を譲渡により取得するには、当会

社の取締役会の承認を受けなければならない。 

 ⑦株式の併合又は分割、株式無償割当て等 

 １．当会社は、株式の併合又は株式の分割をす

るときは、Ｃ種種類株式につき、普通株式

と同時に同一の割合でこれを行う。 

 ２．当会社は、株式無償割当て又は新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含

む。以下、本項において同じ。）無償割当て

を行うときは、Ｃ種種類株主に対し、Ｃ種

種類株式の株式無償割当て又はＣ種種類株

式を目的とする新株予約権無償割当てを、

普通株式を有する株主に対して行う普通株

式の株式無償割当て又は普通株式を目的と

する新株予約権無償割当てと、それぞれ同

時に同一の割合（新株予約権における行使

の目的たる株式数を同一にすることを含

む。）で行う。 

 ３．当会社は、株主に株式の割当てを受ける権

利を与えて行う募集株式の発行（自己株式

の処分を含む。）又は株主に新株予約権の割

当てを受ける権利を与えて行う募集新株予

約権の発行（自己新株予約権の処分を含

む。）を行うときは、Ｃ種種類株主に対し、

Ｃ種種類株式又はＣ種種類株式を目的とす

る新株予約権の割当てを受ける権利を、普

通株式を有する株主に対して与える普通株

式又は普通株式を目的とする新株予約権の

割当てを受ける権利と、それぞれ同時に同

一の割合（新株予約権における行使の目的

たる株式数を同一にすることを含む。）で、

実質的に公平な払込金額又は新株予約権の

行使に際して出資される財産の価額により

与える。 

 ４．前各号に定める場合を除き、当会社は、Ｃ

種種類株式について株式の分割若しくは併

合又は株式無償割当て若しくは新株予約権

無償割当てを行わず、また、Ｃ種種類株主

に募集株式の割当てを受ける権利又は募集

新株予約権の割当てを受ける権利を与えな

い。 
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現行定款 変更案 

 ⑧自己株式の取得に際しての売主追加請求権の排

除 

 当会社が株主総会の決議によってＣ種種類株主

との合意により当該Ｃ種種類株主の有するＣ種

種類株式の全部又は一部を取得する旨を決定す

る場合には、会社法第160条第２項及び第３項の

規定を適用しないものとする。 

  

 （新株予約権に係る総数引受契約の承認） 

（新  設） 第６条の５ 新株予約権に係る総数引受契約に関する会

社法第244条第３項の承認は、取締役会の決議又

は取締役社長の決定により行うものとする。 

  

（単元株式数） （単元株式数） 

第８条 当会社の普通株式の単元株式数は、1,000株と

し、Ａ種種類株式及びＢ種種類株式の単元株式

数は、１株とする。 

第８条 当会社の普通株式の単元株式数は、1,000株と

し、Ａ種種類株式、Ｂ種種類株式及びＣ種種類

株式の単元株式数は、１株とする。 

  

（種類株主総会） （種類株主総会） 

第17条の２    （新  設） 第17条の２ 第13条の規定は、定時株主総会と同日に開

催される種類株主総会に準用する。 

第14条、第15条及び第17条の規定は、種類株主

総会について準用する。 

②     （現行どおり） 

②第16条第１項の規定は、会社法第324条第１項の

規定による種類株主総会の決議について、第16

条第２項の規定は、会社法第324条第２項の規定

による種類株主総会の決議について、それぞれ

準用する。 

③     （現行どおり） 

  

（新  設） 附 則 第２条（本店の所在地）の変更は、平成28年６

月30日までに開催される当会社の取締役会にお

いて決定する本店移転日をもって効力を生ずる

ものとする。なお、本附則は、当該効力発生日

の経過によりこれを削除する。 

 


